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は　じ　め　に

放線菌（Actinomycetales目）とは「高 G＋ Cのグラ
ム陽性細菌」と定義される微生物の総称であり，約 200

属約 2,200種が含まれる（宮道，2009）。細菌の仲間で
はあるが，Streptomyces属などの典型的な放線菌は菌糸
と胞子を形成し（図―1），糸状菌に似た生活史を営んで
いる。放線菌の最大の生息場所は土壌であり，肥沃な土
壌 1 g中には 100万個以上もの放線菌が生息していると
言われている（宮道，2009）。
多くの方々にとって，放線菌は馴染みの薄い微生物で
はないだろうか。しかし，われわれは放線菌から日々多
大な恩恵を授かっている。誰しも病院で抗生物質を処方
された経験があるであろうが，実はそれら抗生物質の多
くは放線菌の二次代謝産物である。また，放線菌由来の
抗生物質（カスガマイシンなど）は農薬としても利用さ
れている。現在までに微生物から見いだされた生理活性
物質のうち，約 45％は放線菌の生産物である（BÉRDY, 

2005）。このように，多種多様な二次代謝産物を生産す
る放線菌は，医薬・農薬・発酵産業上極めて重要な微生
物である。さらに，放線菌自体を植物病害の生物防除に
利用する試みも古くから行われてきた。文献を遡ってみ
ると，1950年代にはレタス苗立枯病（WOOD, 1951）や
ワタ半身萎凋病（YIN et al., 1957），トマト青枯病（西門・
森田，1951）に対する拮抗放線菌の防除効果が既に報告
されている。これまでに，主に土壌や堆肥中から生物防
除活性をもつ拮抗放線菌が数多く見いだされ，そのうち
のいくつかは微生物防除剤として海外で実用化されてい
る（Mycostop，Actinovate，Rhizovit等）。
拮抗微生物を微生物防除剤として実用化するうえで，
克服しなければならない課題の一つが圃場への定着性の
問題である。それは，土壌中の微生物間競合や土壌環境
条件の急激な変化等の影響を受け，拮抗微生物が土壌に
定着できず，期待したほどの防除効果が得られない場合
が多いからである。そのため，近年，これらの外的要因
の影響を受けにくい植物の体内に棲む微生物が新たな生

物防除要員として注目されている。このような流れか
ら，放線菌を扱った生物防除研究においても，研究対象
が土壌放線菌から植物内生放線菌（endophytic actino-

mycetes）へと移行しつつある。そこで本稿では，筆者
らの研究を中心に，植物内生放線菌を用いた生物防除法
に関する研究事例を紹介したい。

I　植物内生放線菌の分離

筆者らは，以下の方法で植物から放線菌を分離してい
る。まず，植物試料を次亜塩素酸とエタノールで表面殺
菌する。その試料を風乾した後，寒天培地上に置いて数
週間～ 1か月以上培養する。試料上に現れた放線菌を釣
菌・純化し，純粋菌株を得る。このような方法で表面殺
菌した植物試料から分離される放線菌を植物内生放線菌
（以下，内生放線菌）と定義すると，過去 10年間に 20

種以上の植物から 17属以上の内生放線菌が分離されて
いる（SHIMIZU, 2011）。器官別に見ると，葉や茎よりも，
根から放線菌が分離される頻度が高い。EL-TARABILYらの
研究（EL-TARABILY, 2003 ; EL-TARABILY et al., 2009）によれば，
植物根 1 g中には約 105個という比較的高い密度で放線
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図－1　Streptomyces sp.の走査型電子顕微鏡像
（バー：5μm）．
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菌が内生している。土壌と同様，大抵の植物からは
Streptomyces属が高率に分離されるが，植物種によって
はMicrobispora属などのいわゆる希少放線菌が優占的に
分離されることもある。ただし，希少放線菌の多くは生
育が緩慢で，胞子形成量も少ないため，生物防除要員に
は向かない。

II　内生放線菌による病害防除の例

 1 組織培養苗の馴化過程で発生する病害の防除
園芸植物の種苗の多くは組織培養によって生産されて
いる。しかし，無菌的に育てられる組織培養苗は軟弱で，
屋外環境への馴化の過程で病原菌に感染して枯死しやす
い。（株）赤塚植物園（三重県津市）が大量生産している
シャクナゲ組織培養苗にも馴化中に様々な病害が頻繁に
発生し，同社はその対策に困窮していた。筆者らは，抗
菌物質を生産する内生放線菌を無菌苗に接種すれば，当
該菌が苗内に優占定着し，その苗が耐病性化するのでは
ないかと考えた。そこで，シャクナゲから内生放線菌を
数十株分離し，①シャクナゲ病原菌 2種に対する抗菌活
性，②組織培養用培地上での増殖力，の 2点を基準に候
補菌株の選抜を行った。その結果，Streptomyces galbus 

MBR―5株のみが両基準を満たした。このMBR―5株の
培養菌液（約 106 cfu/ml）を，シャクナゲ苗が生育して
いる組織培養用培地上に接種したところ，1～ 2週間で
本菌株が苗全体に移行・定着した。次に，MBR―5株処
理苗の耐病性を確認するため，苗の葉一枚にペスタロチ
ア病菌（Pestalotiopsis sydowiana）を接種して 2週間培
養した。その結果，無処理区では半数以上の苗が枯死し
たが，MBR―5株処理区では病原菌接種葉のみが褐変化
しただけで，それ以上病斑は拡大せず，顕著な耐病性を
示した（SHIMIZU et al., 2001 a）。つづいて，MBR―5株処
理苗を根腐病菌（Phytophthora cinnamomi）接種培土に
移植し，同病原菌に対する耐病性を検討した。その結果，
移植 1か月後には無処理区の発病苗率が約 20％に達し
たのに対して，MBR―5株処理区では約 5％に止まった。
以上のように，室内実験でMBR―5株処理苗の耐病性

を確認できたので，今度は実際の馴化過程でも同様の効
果が得られるかを調べた。MBR―5株処理苗をセルトレ
イに移植し，馴化用ビニールハウス内で 2か月間馴化栽
培したところ，MBR―5株処理区の枯死苗率が無処理区
の約 1/8にまで低下し（図―2），馴化過程での有効性が
実証された。
以上の成果を基に，現在，MBR―5株は実際のシャク
ナゲ苗生産に利用されている。

 2 炭疽病の生物防除
炭疽病菌は広範な植物に感染し，葉枯，茎枯，花枯，

果実腐敗等の症状を引き起こす重要病原菌である。筆者
らは，キュウリおよびイチゴ炭疽病の生物防除に取り組
んできた。
（ 1） キュウリ炭疽病の防除
キュウリとカボチャの根・茎・葉から，生育と胞子形

成が旺盛な内生放線菌を約 180株分離した。それら菌株
の中から，キュウリ炭疽病菌（病原菌：Colletotrichum 

orbiculare）に強い拮抗性を示す 11菌株を選び出した。
次に，これら 11菌株の胞子懸濁液にキュウリ子葉を瞬
時浸漬し，1日培養した後，同子葉に炭疽病菌を接種し
た。7日後に発病を比較した結果，6菌株に顕著な発病
抑制効果が認められた。そこで，キュウリ本葉に各菌株
の胞子懸濁液（108 cfu/ml）をスプレーした後，炭疽病
菌を接種して発病を比較したところ，いずれの菌株も発
病を抑制した。中でも，キュウリ由来の Streptomyces 

sp. MBCu―56株が最も強い防除効果を示したので（図―
3），本菌株を最有力候補株として選抜した。MBCu―56

株の葉面散布濃度と防除効果との関係を検討するため，
107～ 109 cfu/mlに調整した本菌株の胞子懸濁液を用い
て防除試験を行った。その結果，107区で防除価 63，
108区で同 72，109区で同 93となり，MBCu―56株の防
除効果は散布濃度依存的であることが明らかとなった
（SHIMIZU et al., 2009）。
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図－2　 組織培養シャクナゲへのMBR―5株処理が馴化過程
での苗枯死に及ぼす影響
組織培養苗をセルトレイに移植し，馴化用ビーニル
ハウス内で 2か月間無農薬で馴化栽培した後の自然
枯死苗率を算出した．
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（ 2） イチゴ炭疽病の防除
イチゴの茎葉およびクラウンから，増殖力の強い約

100株の内生放線菌を得た。各菌株の胞子懸濁液（108

胞子/ml）をイチゴ苗から切り取った小葉にスプレーし，
翌日に炭疽病菌（病原菌：Glomerella cingulata）を接種
して発病を比較した。この試験で発病を 70％以上抑制
した 4菌株について，次にイチゴ実生苗を用いて防除効
果を検討した。その結果，程度に差はあるものの，いず
れの放線菌処理区でも発病が抑制された。特に，Strep-

tomyces sp. MBFA―172株処理区で最も発病が抑制された
ことから，つづく温室試験で本菌株の防除効果を確認す
ることにした。炭疽病発病苗の周囲を取り囲むように健
全なイチゴポット苗を配置し，それらの苗にMBFA―
172株胞子懸濁液（108胞子/ml）を 1週置きに 3回散布
した。試験開始から約 1か月後に発病を調査した結果，
MBFA―172株処理区では無処理区よりも発病が 74％も
抑制されていた（表―1）。プロピネブ水和剤に比べると
幾分効果が劣るものの，本菌株は非常に高い防除効果を
もつことが確認された（大野ら，2010）。
現在，実用化に向けて有効濃度や最適処理法等を鋭意

検討中である。
 3 キャベツセル成型苗に発生する黒すす病の防除
キャベツはセル成型育苗が最も定着した野菜の一つで
あり，大型育苗施設でセル成型苗を集約的に生産してい
るキャベツ産地も多い。このような集約的な育苗では，
種子伝染性病害が問題になりやすい。キャベツセル成型
苗の場合，黒すす病（病原菌：Alternaria brassicicola）
の被害が特に目立っている。本病にはポリオキシン複合
体が有効であるが，それ以外の効果的な防除法は確立さ
れていない。したがって，防除はポリオキシン複合体に

頼らざるを得ないが，同一薬剤の反復使用は耐性菌出現
のリスクも高める。そこで筆者らは，このキャベツセル
成型苗の黒すす病の生物防除法に関する研究に着手し
た。まず，キャベツの葉と根から増殖力の強い 78菌株
を分離した。セルトレイにキャベツを播種した後，セル
内の培土に各菌株の培養液を灌注した。播種 1週間後の
苗に黒すす病菌を接種し，1週間後に発病程度を調査し
た。この試験を繰り返し行い，発病抑制効果をもつ菌株
を絞り込んでいった結果，Streptomyces sp. MBCN152―1

株が最終候補株として残った。この試験は，発病苗から
飛散した胞子が周囲の健全苗に二次伝染する場面を想定
したものである。現場では，A. brassicicolaが潜在感染
した汚染種子が一次伝染源となっていることから，本病
を徹底防除するには汚染種子からの発病も抑制しなけれ
ばならない。そこで，MBCN152―1株を約 106～ 108胞
子/gの割合で混和した育苗培土に黒すす病菌汚染種子
を播種・育成し，2週間後に子苗の発病を調査した。そ
の結果，無処理区では発病苗率が約 50％に達したのに

A B

図－3　キュウリ炭疽病に対するMBCu―56株の発病抑制効果
（A）無処理区．
（B）MBCu―56株処理区．

表－1　 イチゴ炭疽病に対する Streptomyces sp. MBFA―172株の防
除効果

処理区 発病度 b） 防除価

無処理区
MBFA―172株処理区
薬剤散布区 a）

13.0
  3.4
  0.4

―
74.0
96.7

a）薬剤はプロピネブ水和剤の 500倍希釈液を使用．
b）発病度＝Σ（発病指数×苗数）/（調査苗数× 4）× 100．
発病指数 0：無病徴，1：全葉柄の 25％以下が発病，2：全葉
柄の 26～ 50％が発病，3：全葉柄の 51～ 75％が発病，4：
全葉柄の 76％以上が発病または苗が枯死．
本試験は 2009年 8～ 9月に実施．
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対して，MBCN152―1株の 106区では約 5％（防除価
90），107区では約 1％（同 98），そして 108区では 0％（同
100）となり，極めて高い防除効果が得られた（表―2）（清
水ら，2009）。
以上の結果から，MBCN152―1株は黒すす病の一次お

よび二次伝染の両方を抑制する優れた生物防除要員であ
ると考えられた。

 4 国外での生物防除研究の事例
国外では，土壌伝染性病害の生物防除を目指した研究

が中心となっている。これまでに，コムギ立枯病（COOMBS 

et al., 2004）やルピナス根腐病（EL-TARABILY, 2003），キ
ュウリ綿腐病（EL-TARABILY et al., 2009），トマト苗立枯病
（CAO et al., 2004），バナナパナマ病（CAO et al., 2005），
ハクサイ根こぶ病（LEE et al., 2008）等に高い防除効果
を示す内生放線菌株が発見されている。

III　内生放線菌による病害防除の機構

「放線菌＝抗菌作用」と考えてしまいがちであるが，
抗生物質による直接的な抗菌作用が防除効果の主原因で
あるというケースはむしろまれである。筆者らが分離し
たMBR―5株は 2種類の抗生物質を生産するが，いずれ
の物質もシャクナゲ苗の耐病性化にはほとんど関与して
いない（SHIMIZU et al., 2001 b）。MBR―5株は気孔から葉
内に侵入し，細胞間隙で菌糸伸展する。その過程で
MBR―5株菌糸が接触した孔辺細胞や葉肉細胞内には極
めて大きなWound plug（壁癒傷構造）が形成される
（SUZUKI et al., 2005）。また，MBR―5株が内生したシロイ
ヌナズナでは，PDF1.2遺伝子（病害抵抗性遺伝子の一
つ）の発現量とファイトアレキシン（低分子抗菌性物質）
の蓄積量が顕著に増加する。したがって，MBR―5株の
内生は植物にとって一種のストレスとなり，壁癒傷構造
の形成や抵抗性遺伝子の発現，ファイトアレキシン蓄積
等を伴う病害抵抗性が誘導されるために宿主は耐病性化
すると推定される。また，CONN et al.（2008）の研究では，
複数の内生放線菌株が，宿主植物に “プライミング（病
原体感染に対して強力な防御反応を迅速に始動できる状
態）” を誘導することが明らかとなっている。さらに，
病原菌感染後に活性化する抵抗性のタイプはあらかじめ
接種しておく内生放線菌の菌株によって異なり，サリチ
ル酸依存型抵抗性を誘導する菌株とジャスモン酸/エチ
レン依存型抵抗性を誘導する菌株とがあることもわかっ
ている。このような抵抗性誘導のほかにも，内生放線菌
が体外に分泌する細胞壁分解酵素による溶菌作用
（EL-TARABILY et al., 2009）やシデロフォア（鉄キレート物
質）による鉄の競合（CAO et al., 2005）等が防除機構と

して報告されている。

お　わ　り　に

本稿で紹介したように，優れた病害防除効果をもつ内
生放線菌が多数見いだされている。これらの内生放線菌
を微生物防除剤として実用化するにはいくつかの検討課
題が残されている。その中でも最も重要な課題は資材化
の方法であろう。一般に，微生物防除剤の開発場面で
は，有効微生物をいかに低コストで資材化するかが問題
となることが多い。資材化後の輸送・貯蔵コストを考慮
すると，剤型としては粉剤や水和剤が望ましい。その
点，放線菌の胞子は乾燥や熱に対する耐性が強いため，
噴霧乾燥や流動層乾燥等を利用して比較的容易に，かつ
低コストで乾燥粉末状にできると考えられる。今後は，
資材化法や保存安定性，最適処理法等の検討を深めると
ともに，各菌株の防除機構についても詳細に解析し，我
が国初の放線菌ベースの微生物防除剤を実用化に結び付
けたい。
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表－2　 黒すす病菌汚染種子に対する Streptomyces sp. MBCN152―
1株の防除効果

処理区 発病苗率（％） 防除価

無処理区
MBCN152―1株培土混和区
106胞子/g
107胞子/g
108胞子/g

46.0

  4.6
  0.9
  0.0

―

  90
  98
100

播種 2週間後に調査．
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